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広域行政の効果についての考察
Examination of capitalization hypothesis
for local government expenditure
A study on e®ect of broader-based 　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　 local government
三　浦　晴　彦 　
The purpose of this paper is to examine capitalization hypothesis for
local government expenditure. Broader-based local governments become
increasingly important for local public goods supply. This paper takes
up “Koiki-Rengo” as an example of broader-based local government.
The analysis gives the following results. First, six expense items of
annual expenditure demonstrate capitalization, and it accounts for 75%
of the amount of general account expenditures. Second, e®ect of the
rise in land prices of broader-based local government is proved in three
expense items.
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はじめに
少子高齢社会を迎えるとともに厳しい財政制約のもとではあるが、地域住民
への公共財サービス提供を行う地方財政の重要性はより一層増している。2000
年の地方分権一括法施行以降もなかなか進まない地方分権であるが、平成の市
町村大合併が行われるとともに、現在もコンパクトシティの推進、定住自立圏
や連携中枢都市圏といった動きも進行中である。これらはいわば地域や行政の
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あり方や枠組みを巡っての議論といえるだろう。
少子高齢化に伴い社会経済状況が変化する中で、将来を見据えた地方の枠組
み作りは喫緊の課題といえるが、それにも増して重要なのは現状の地方自治体
による公共財サービスの提供が地域住民の満足に繋がっているのかどうかであ
る。また、近年その役割を増している自治体間の連携についても、現状の広域
行政に関して数量的分析はほとんど行われておらず、住民満足の観点からも検
証する必要があるだろう。
本稿においては、三浦［2015］で行った都市における歳出についての資本化
仮説の検証を直近のデータで再検討する。その上で、現行の広域行政による公
共サービス提供についても、その効果を住民満足という観点から併せて検討し
ていく。
1 地方自治体歳出における資本化仮説
1.1 市町村歳出の推移
市町村の歳出について、目的別歳出によってその推移を図 1で確認する。
データは 1980年度から 2015年度までの 5年間隔の市町村の歳出の推移で
あるが、歳出総額（棒グラフ）はバブル期に大きく拡大し、90年代半ばにピー
クを迎え、その後伸び悩むが、2005年度以降再び増加している傾向が見て取
れる。
主要経費目的別歳出費目の構成比別推移（折れ線グラフ：構成比 10%以上
の費目）を見てみると、民生費の大幅な伸びが目立つとともに、他の歳出費目
は構成比率を下げており、特に土木費の 1995年度以降の構成比の落ち込みは
顕著である。
1995年度以降の歳出総額の変化はそれ以前の歳出総額が右肩上がりで伸び
る状況ではないのに対して、目的別歳出費目の構成比の変化の大きさは、社会
経済状況の変化に応じて歳出構造が大きく変化していることを示しているが、
歳出内容が住民のニーズを捉えられているのか、換言すると住民の満足を引き
上げることに繋がっているのかについては検証が必要である。
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図 1：市町村歳出合計（左軸）と主要経費・目的別構成比（右軸）の推移
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（出典）『地方財政白書』各年度版より作成
1.2 資本化仮説の考え方
資本化仮説とは、公共財サービスや租税負担がその地域の地価に帰着すると
いう考え方である。
資本化仮説の理論展開において、地方公共財の社会的限界便益がすべて地代
の上昇に帰着（資本化）することとなる。そして、地方公共財の財源としての
租税負担を考えれば、租税負担は逆にすべて地代の下落として帰着（資本化）
することとなる。すなわち、地方政府が公共財供給量を増やすことによって、
住民はその分だけ税負担が増し、結果として限界便益から限界費用を差し引い
た限界純便益を得ることになる。
そのため、地方政府は住民の限界純便益がゼロとなるまで公共財供給を行
う、すなわち地価がもっとも高い水準になるように公共財の供給量を決定する
ならば、住民が地方公共財から得る便益を最も大きくすることができる1)。
1) 金本［1997］を参照。
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以下では、Brueckner［1982］の理論モデルを紹介する2)。
Brueckner［1982］は、地方政府の目的関数である地価関数を次式のように
導出している。
Pi = P (gi1; gi2; qi; yi; ¼i; Si; C
1
i (gi1; ni); C
2
i (gi2; ni)); i = 1; ¢ ¢ ¢;m (1)
　添え字の iは地域、mは総地域数を示す
　 Pi ：i地域の地価
　 gik ：i地域において供給されている種類 k(k = 1; 2)の公共財
　 qi ：i地域の住宅の特性
　 yi ：i地域の平均所得
　 ¼i ：i地域に立地している企業の資本ストック
　 Si ：上位階層の政府から地方政府に対する補助金
　 Cki (k = 1; 2) ：公共財供給の費用関数
　 ni ：i地域に居住する住民数
ここで Cki は、@Cki =@gik > 0; @2Cki =@g2ik > 0; @C
k
i =@ni > 0; @
2Cki =@n
2
i >
0を満たす。(1)式より、地方公共財の供給量の変化が地価に与える効果は次
式のように得られる。
@Pi
@gik
=
@P
@gik
+
@P
@Cki
@Cki
@gik
; i = 1; ¢ ¢ ¢;m; k = 1; 2 (2)
　右辺の第 1項は、公共財供給の増加によって、地域の効用水準の上昇に伴い
他地域からの人口流入することで、土地需要が増加して、地価が上昇すること
を示している。第 2項は、公共財供給を増加させるための限界費用を表してい
る。増税分だけ地域住民の効用水準が低下することになるので、他地域へ人口
流出することで土地需要が減少し、地価が低下する。
1.3 先行研究
日本における資本化仮説の検証は、社会資本の効率性を評価する目的で多く
の実証分析の蓄積があるが、本稿の問題意識である地方の歳出全般を対象とし
2) 東［2010］を参考にした。
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た分析は比較的少なく、近藤［2008］、近藤［2009］、東［2008］、東［2010］、
東［2011］、三浦［2015］等が挙げられる。これらの論文の特徴と本稿で対象
としている目的別分類の地方歳出の推定結果に絞って紹介する3)。
近藤［2008］は、全国の都市を対象に 1985年度から 2000年度までの 4ヵ
年についてそれぞれクロスセクション推定を行い、地方公共支出（性質別歳出
の 2項目、目的別歳出の 4費目、公共サービスの代理変数）と租税負担（固定
資産税）の資本化の有無を検証している。あわせて、定額補助金と定率補助金
の違いや地方債の効果についても検討している。推定結果として、目的別歳出
の 4費目の推定結果では、土木費、教育費がプラスで有意であるが、民生費、
衛生費がマイナスか有意でないという結果となっている。近藤［2009］は、全
国の市町村を対象に平成の大合併の影響を考慮するという狙いから 2006年度
についてクロスセクション推定を行い、性質別歳出（2項目）と租税負担（固
定資産税）の資本化の有無を検証しており、地方債残高の効果についても検討
している。また、地域ブロック別や自治体規模別の推定も行っている。
東［2008］は、資本化仮説に住民移動を明示的に導入することを主旨として
三大都市圏の市を対象に 2004年度についてクロスセクション推定を行ってい
る。目的別歳出（その内訳を含む）の 9費目について資本化を検証し、各費目
別の OLS推定結果としては、民生費、消防費、教育費、小・中学校費が有意
に総資産価値にプラスに影響する結果となっている。東［2010］は、三大都市
圏の市を対象として 2004年度についてクロスセクション推定を行い、目的別
歳出（その内訳を含む）の 9費目について資本化を検証している。各費目別の
推定結果としては、衛生費、農林水産業費、消防費の 3費目が有意に総資産価
値にプラスに影響する結果となっている。東［2011］は、逆 U字型に推定し
た回帰曲線で推計するとともに効率性の判定基準を構築し検討を加えている。
三大都市圏の市を対象として、2004年度についてクロスセクション推定で目
3) 近藤［2008］、近藤［2009］で述べられているが、地価関数の推計における財政支出にかかる係
数の解釈については、ネットの限界便益として効率性の評価に用いる分析も多いが、租税負担も
含めて推計している場合、グロスの限界便益として解釈することが適切としている。本稿におけ
る分析も同様の解釈でおこなっている。
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的別歳出の 7費目について資本化を検証している。そして、民生費、衛生費、
農林水産業費に関して有意な結果が得られたとしている。
以上のような先行研究から、地方の歳出に対する資本化仮説の実証結果は、
分析範囲や分析手法の違いによって歳出費目の資本化の検証結果の傾向が変
わっており、有意な結果が得られた費目も多いとはいえないため、三浦［2015］
においては東［2010］の分析手法を参考にして、全ての都市を対象として 2010
年度についてクロスセクション推定を行い、費目の大分類の 7つとその内訳
である小項目について資本化仮説の検証を行った。その上で、高齢化が進んだ
地域における資本化仮説の検証という視点からも同様の分析対象費目で検証を
行った。都市を対象としたケースの結果では、大分類の 7つのうち、民生費、
衛生費、商工費、土木費、消防費の 5つについて資本化が認められた。また、
小項目においては、民生費のうちでは社会福祉費、老人福祉費、児童福祉費お
よび生活保護費の 3費目、土木費のうちでは道路橋梁費と都市計画費の 2費
目において資本化が認められた。
2 広域行政（自治体連携）
2.1 広域行政の必要性
広域行政は、行政サービスが行政区域ごとに提供されていることと実際の経
済社会活動が行政区域に限らずに行われていることとの齟齬を解消するために
も制度化されており、さらに近年は行政の効率化という側面からもその役割は
大きくなっている。広域連携について、林［2009］では、「地方自治法第 2条
が定める『地方公共団体が住民の福祉の増進に努めるとともに、最小の経費で
最大の効果を挙げるようにしなければならない』を実践することである」とし
て、①重複投資・重複行政の排除、②有機的なつながりを持つ地域内での行政
の統一性、③大規模な投資を行うのでなければ十分な成果を期待し得ない大型
施設の整備、④公共施設の便益が行政区域を越えて拡散するスピル・オーバー
の存在、の 4つを挙げるとともに、規模の経済性（生産効率）の面からも「行
政サービスの供給主体の最適規模を追求することは、住民福祉の最大化のため
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の重要課題の一つ」としている4)。
行政の効率化においては民間委託、PFI、PPPといった民間活力を導入す
る手法が注目を集めている。また、市町村合併においても効率性の観点が色濃
く反映されていた。少子高齢化に伴いコンパクトシティの議論も進んでいる。
コンパクトシティの狭域化の方向性とは逆のベクトルであるが、これまで行わ
れてきた広域行政も行政サービス提供の範囲を柔軟に設定することによって、
住民ニーズに対応するとともに効率化に資する取り組みである。現在同時並行
的に進んでいる様々な方策とともに従来の広域行政を組み合わせて住民の満足
向上を図ることが求められているといえる。そのためにも現状の広域行政の効
果を検証することは重要となる。市町村合併については費用削減等さまざまな
角度から分析が進められているところであるが、広域行政についてはその効果
の数量的な分析はほとんど行われていない5)。
2.2 広域行政（自治体連携）の現状
自治体間の事務の共同処理については、事務の委託や一部事務組合をはじめ
として様々な方式が存在する。表 1は、方式別の件数と割合を示している。各
方式においては、別法人の設立を要する仕組みであるのか、法人の設立を要し
ない簡便な仕組みであるのか、といった側面や権限移譲が伴うのかどうか、と
いった側面により、方式それぞれにメリット、デメリットが存在する6)。
共同処理の方式のうちで、住民への行政サービスの提供に直接的につながっ
ているものとして、別法人を設立する一部事務組合と広域連合がある7)。図 2
は、その 2つの方式の設置件数の推移を示している。
一部事務組合は 1888年の市町村制公布時から認められている制度であるが、
戦後になって多様化した広域行政需要に応じて、その活用が進んできた。そし
4) 林［2009］pp.21-23
5) 碓井［2007］は、廃棄物処理費用の費用構造の分析の中で、埋立処分場を一部事務組合で広域
処理を行う場合をダミー変数として取り上げている。
6) 地方公共団体における事務の共同処理の改革に関する研究会［2009］に詳しい。
7) 一部事務組合の活用事例として、ごみ処理、し尿処理、消防・救急などが具体的に挙げられ、広域
連合においても同様の活用事例の他、後期高齢者医療や介護保険、障害者福祉などが挙げられる。
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表 1：共同処理の方式別の件数と割合
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（出典）「地方公共団体間の共同処理の状況調（平成 30 年 7 月 1 日現在）」より
図 2：一部事務組合及び広域連合設置件数の推移
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（出典）「地方公共団体間の共同処理の状況調（平成 30 年 7 月 1 日現在）」より
て、地方分権推進の流れの中でさらなる権限強化を目指した広域連合が 1994
年に制度化された。
上の図 2で推移を見ると、一部事務組合は、市町村合併の進展、すなわち合
併特例法が 1995年に施行されて合併が 2005年、2006年にピークを迎えると
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ともに、その数を減らしており8)、一方、広域連合は、1994年の制度創設以
降、徐々に数を増やし、2008年に後期高齢者医療制度に関する事務は都道府
県の区域ごとにすべての市町村で構成される広域連合が行うこととされ、その
数を倍増させてその後も一定の値となっている。
本稿では、広域での自治体連携として広域連合を分析対象として取り上げて
いくこととする。その理由として、上で述べたように一部事務組合は近年減少
傾向にある一方、広域連合は一部事務組合の権限強化という導入経緯もあり、
近年もその数を維持していることがある。また、広域連合は市町村合併と同時
期に導入されことから、合併を意識した上で広域連合という選択肢を選んだ自
治体も多く、今後の展開も期待できるからである。
地域別の広域連合数について表 2に示す。地域によって取り組み度合いは
異なり、北海道や長野県で多く、地域別で見ても中部で多く採用されている9)。
広域連合の歳入面では分担金・負担金が主要財源となっており、その多くは
市町村財政からの分担金・負担金である。市町村の目的別歳出の該当歳出費目
の金額では、自治体が直接サービスを行っている場合の費用計上なのか、広域
連合を介して住民にサービスを行っている場合の費用計上なのかの区別は付か
ないが、性質別目的別のクロス表で見れば市町村の広域連合への分担金・負担
金は、施策ごとに各自治体の目的別歳出の該当歳出費目の金額に含まれている
ことが分かる。
例えば目的別歳出費目の民生費で、住民一人当たり金額が同じ自治体があっ
たとしても、住民へのサービス提供方法として、自治体が直接提供するのか、
広域連合を介して提供するのかという違いによって、サービスの量や質に違い
が生じることも考えられ、住民の満足度は異なる可能性もある。
本稿では、資本化仮説の検証の分析において目的別歳出のそれぞれの歳出金
額を対象とするが、その際に、歳出金額のみでは捉えられない広域連合の効果
8) 市町村合併によって一部事務組合の範囲がカバーされたことが大きな要因である。
9) 前述のように後期高齢者医療制度に関する事務は都道府県の区域ごとにすべての市町村で構成さ
れる広域連合が行うこととされているので、都道府県で最低 1 つの広域連合は存在する。
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表 2：地域別の広域連合数
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（出典）「地方公共団体間の共同処理の状況調（平成 30 年 7 月 1 日現在）」より
注：複数府県にまたがる関西広域連合（2 府 4 県 6 市）に関係する分は除いた。
　「費目が本稿分析に該当するもの」については後述する。
についても考えていく10)。
3 分析方法
3.1 分析対象
分析対象として東京 23区を除く全ての市を取り上げる。分析対象年度とし
て年齢別人口のデータの制約から 2015年度とする。データサンプルは 2015
年度時点の市の数である 790市となる。
10) なお本稿において、広域連合による資本化の有無を検討するが、それは住民が広域連合の存在や
自地域自治体の参加を理解しているということを意味しない。広域連合の効果が反映された公
共サービスの質や量に対しての住民の移動等の反応であり、その意味で広域連合の効果があるの
かを検証していくことになる。
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歳出費目として、目的別歳出の費目をその内訳を含めて可能な限り分析対象
とした。ただし、分類費目の支出内容が住民サービスと対応関係をもって結び
つくと考えにくい費目について除外した。その結果、目的別歳出のうちで、民
生費、衛生費、農林水産費、商工費、土木費、消防費、教育費の 7分類を分析
対象とした。住宅地地価との関連が明確でない歳出費目についても検証の対象
としている。検証結果によって住宅地地価以外を被説明変数として検証し直す
こととする。
3.2 推定式
第 1節の 1.2における理論モデルから以下のような推定式を用いる。
Pi = ®+ ¯1Gi + ¯2OGi + ¯3Bi + ¯4Ti + ¯5Yi + ¯6KPi +
X
j
°jXij + "i
　添え字の iは自治体を表す。P は住宅地地価、Gは歳出費目、OGはその他
の歳出、B は広域連合、T は租税、Y は地域の平均所得、KP は民間資本ス
トック、X は地域特性をコントロールする変数を表す。添え字の j は複数の
コントロール変数の区別を表す。"は誤差項を示す。
本稿においては三浦［2015］と同様に東［2008］、［2010］の手法に倣い、多
重共線関係を考慮して歳出費目ごとにそれぞれ最小二乗法による推定を行っ
た。そのため歳出総額から分析対象の歳出費目を除いた「その他の歳出」につ
いても変数として採用している。
Xの地域特性をコントロールする変数として、前述の地方歳出の資本化を
扱った先行研究を参考にして、「可住地面積比率」、「持ち家比率」、「ベッドタ
ウン・ダミー」、「地域ブロック・ダミー」の 4つを導入する。
3.3 分析データ
（1）被説明変数
被説明変数の住宅地地価については、『都道府県地価調査』における各市の
住宅平均地価を用いた。資本化を検証する際に同時性を考慮し、地価に 1期等
のラグを用いる先行研究もあるが、本稿においては 2015年の地価データを用
いた。『都道府県地価調査』が 7月 1日におけるデータであり、当該年度の歳
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出金額の情報についても周知されており、またその執行も始まっているため問
題はないと考える。また、東北を中心に 2011年の東日本大震災の影響も考え
られるが、影響を受けた地域の選別も難しいため全ての市を分析対象とした。
（2）歳出費目に関する変数
目的別歳出の民生費、衛生費、農林水産費、商工費、土木費、消防費、教育
費の 7分類の各歳出金額は『市町村別決算状況調』を用いた。そして、変数と
する際に公共財サービスの人口や面積の規模効果を取り除くために、以下の表
3のデータで除した。
表 3：分析対象の歳出費目別の割引データ
歳出費目  割引データ  歳出費目  割引データ  
民生費  人口  土木費  総面積  
衛生費  可住地面積  消防費  可住地面積  
農林水産業費  第一次産業就業者数  教育費  小学校児童数と中学校生徒数の合計  
商工費  
第 二 次 産 業 就 業 者 数
と 第 三 次 産 業 就 業 者
数の合計  
「該当費目以外の歳出」については、人口で割ることで規模を調整した。こ
の「該当費目以外の歳出」という変数は、該当費目の残余（歳出総額から該当
費目金額を差し引いた金額）であり、コントロール変数としての扱いをする。
（3）広域連合に関する変数
広域連合に関する変数として分析対象の歳出費目別にその対象となる広域
連合に参加している市について 1を取るダミー変数を採用した。広域連合の事
業として実際のサービスに結びつくもののみを対象とし、歳出費目に関係する
ものであっても連絡調整、調査研究、共同研修などについてはカウントしてい
ない。なお、後期高齢者医療制度にかかる広域連合については全市が参加して
いるため対象から除いた。
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広域連合ダミーについては、符号がプラスで推計された場合、広域連合への
参加が地価上昇に繋がっていることとなり、当該事業の費目別歳出金額に対応
する行政サービス以上に行政サービスの質や量が高まっている可能性が考えら
れる。
都道府県別での分析対象広域連合数については前述の表 2に示しているが、
1つの広域連合で複数の対象歳出費目に該当する活動をしていることもあるこ
とから分析対象数は多くなる。以下の表 4で費目別の該当市数を都道府県別に
まとめた。該当する広域連合は末尾の付表 1に示した。
長野県については突出して件数が多いが、これは県主導で一部事務組合の整
理統合を行う過程で広域連合の制度化が行われたことを受け、県内全ての自治
体を区域別に広域連合に組み入れたためである11)。
表 4：歳出費目別の広域連合該当市数（都道府県別の集計数）
 
Ẹ⏕㈝ ⾨⏕㈝ ၟᕤ㈝ ᾘ㜵㈝
໭ᾏ㐨 㻝 㻝㻞 㻜 㻝
㟷᳃ 㻡 㻟 㻜 㻜
ᒾᡭ 㻟 㻟 㻜 㻝
⚟஭ 㻞 㻞 㻜 㻜
ᒣ᲍ 㻟 㻜 㻜 㻜
㛗㔝 㻝㻥 㻝㻞 㻝㻜 㻝㻠
ᒱ㜧 㻞 㻞 㻜 㻜
ឡ▱ 㻤 㻜 㻜 㻡
୕㔜 㻢 㻠 㻜 㻜
ி㒔 㻜 㻜 㻝 㻜
኱㜰 㻟 㻜 㻞 㻜
රᗜ 㻜 㻜 㻝 㻜
ዉⰋ 㻞 㻜 㻜 㻜
㫽ྲྀ 㻝 㻝 㻝 㻝
ᓥ᰿ 㻝 㻝 㻜 㻝
ᚨᓥ 㻟 㻝 㻜 㻟
⚟ᒸ 㻡 㻜 㻜 㻜
బ㈡ 㻠 㻜 㻜 㻠
⇃ᮏ 㻢 㻢 㻜 㻢
኱ศ 㻞 㻜 㻜 㻜
ᐑᓮ 㻜 㻝 㻜 㻜
Ἀ⦖ 㻞 㻜 㻜 㻜
ྜィ 㻣㻤 㻠㻤 㻝㻡 㻟㻢
（出典）「地方公共団体間の共同処理の状況調（平成 30 年 7 月 1 日現在）」より
11) 詳しくは、小原隆治・長野県地方自治研究センター編［2007］を参照。
| 13 |
経済学論究第 73 巻第 1 号
（4）その他の説明変数
上記以外の説明変数の詳細を以下で述べていく。
財政変数として、租税については、固定資産税税収を土地資産額で除したも
の（以下「固定資産税実効税率」とする）を説明変数として用いた12)。「固定資
産税実効税率」は理論からも地価にマイナスに資本化することが想定される。
地域住民の所得水準については、課税対象所得を納税者数で割った「納税者
1人あたり課税所得」を採用した。この変数は理論上、地価にプラスの影響を
与えることが想定される。
地域の民間資本については「小売店数と大型店舗数の合計」を代理変数と
して導入した。この変数は理論上、地価にプラスの影響を与えることが想定さ
れる。
地域特性として、「可住地面積比率」と「持ち家比率」は地域における土地
利用に対して影響を与えることから変数に採用した。また、「ベッドタウン・
ダミー」は市の性格として、通勤・通学先として人を集める機能を果たす都市
なのか、居住地として人を集める機能を果たす市なのかといった地域特性を表
す変数として採用した。具体的には昼夜間人口比率が 1を切る地域にダミーを
導入した。以上の 3つ変数の符号条件は先験的には分からない。
その上でも、住宅地地価に地域固有の要因（気候等の環境や歴史的発展経緯
等）が存在し、上記のコントロール変数のみでは制御できないことが考えられ
るため、地域固有の要因をコントロールするために「地域ブロック・ダミー」
の変数を設定した。地域の区分については、県単位でとらえた上で国土審議会
における広域地方計画区域の 8圏域を参考に一部を合体させた 7ブロックと
して、それぞれに該当する市を振り分けた13)。付表 2では地域ブロックの構
成を、付表 3では地域ブロック該当市を、それぞれ記載している。分析におい
ては、首都圏ブロックを基準としてそれ以外の地域ブロックをそれぞれダミー
12) 固定資産税実効税率は、固定資産税収・土地分÷土地資産総額で計算をおこなった。この変数は
データ制約上、都道府県単位のデータとなる。
13) 説明変数の数を減らすという意図であれば、ダミー変数は回帰結果から有意な値となる傾向の地
域のみに限定することも可能であったが、各地域においてコントロールしきれない地域特性（他
地域との差）が存在するという想定の元、全地域をカバーする形で地域ダミーを設定している。
| 14 |
三浦：地方行政サービスの資本化仮説の検証
変数とした。
以上のような変数データで分析を行うが、データの出所については付表 4で
示している。
4 分析結果
4.1 各歳出費目の結果
分析結果について主な変数に関して、以下の表 5に示した。詳細な結果に
ついては本稿末尾に付録の分析結果表 1としてまとめて掲載している。
分析対象とした歳出費目 7つのうち、民生費、衛生費、土木費、消防費、教
育費の 5つについて有意な結果が得られており、資本化仮説が検証された。こ
れは歳出全体に対して 71.6%を占める。
農林水産費についてはマイナスで有意となっているが、これは過疎地域の代
理変数のような形で効いてしまったことが推測される14)。住宅地地価への資
本還元ということから、その対象歳出費目として有効ではないということが確
認された15)。
また、有意では無かった商工費についても同様に、住宅地地価への資本還元
ということから対象歳出費目として有効ではないということが検証されたが、
商工費については別途、商業地平均価格を被説明変数として分析した結果を表
6に示した（詳細は末尾に付録の分析結果表 2に示す）。
商業地平均価格を被説明変数とすると、商工費についても 5%水準で有意と
なる結果を得た16)。商工費の資本化仮説も検証されたことから分析対象とし
た歳出費目 7つのうち 6つで資本仮説の検証ができたことになる。この 6つ
の歳出費目で歳出総額の 75.2%の資本化が検証されたこととなる。歳出総額の
3/4の部分で資本化仮説が検証されたことは「地方歳出の資本化」を証明する
のに十分な結果と考えられる17)。
14) 農林水産費の分析結果については、三浦［2015］においても同様であった。
15) 『都道府県地価調査』には、農地価格に関するデータがないため、有効な分析が行えなかった。
16) 補正後の決定係数は約 0.6 となり、他の分析結果の 0.8 前後から 0.9 に比べて若干落ちている。
これはコントロール変数について他の分析と同一のもので行ったことに起因すると考えられる。
適切なコントロール変数の検討については今後の課題としたい。
17) 前述のように、三浦［2015］では 7 つの歳出費目のうちの 5 つの歳出費目で有意な結果であり、
それは歳出総額の 62.6%にあたる。
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表 5：分析結果 1（主な変数のみ）
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ᶈঐ޽ඇ
 ͹෾ੵ
ঐ޽ඇ ߁Ү࿊߻ξϝʖ ݽఈࣁࢊ੭ࣰް੭ི
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ʷ ʷ
ᶆӶਫ਼ඇ
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　　　注）下段の左は t 値、右は p 値を示す。
　　　　***は有意水準 1%、**は有意水準 5%を示している。
　　　　サンプル数は 790 である（消防費の分析のみ富良野市のデータ欠損で 789）。
表 6：分析結果 2（主な変数のみ）
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 ͹෾ੵ
ঐ޽ඇ ߁Ү࿊߻ξϝʖ ݽఈࣁࢊ੭ࣰް੭ི
  ʷ
　　　注）下段の左は t 値、右は p 値を示す。
　　　　***は有意水準 1%、**は有意水準 5%を示している。
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4.2 広域連合ダミーの結果
広域連合ダミーの結果を見ると、対象となった 4つの歳出費目のうちで民生
費、商工費（商業地地価のケース）、消防費の 3つの歳出費目について有意水
準 5%でプラスの有意な結果を得た。衛生費については有意ではなかったが、
目的別費目の性質上、費用が最小となる人口規模は異なるため、広域連合の効
果についても歳出費目によって違いが出てくることが考えられる18)。
広域連合を実施している市について地価高いという結果が出たことは、歳
出費目金額で表されている行政サービス水準以上に行政サービスの質や量が高
まっている可能性が考えられる19)。
4.3 その他の変数の結果
符号条件がある 3つの変数の結果から取り上げる。まず、「固定資産税実効
税率」については理論と整合的に全ての分析においてマイナスで有意であった。
次に、「納税者 1人あたり課税所得」についても有意でプラスで理論と整合的
な結果であった。最後に、「人口千人あたり小売店数と大型店数の合計（民間
資本の代理変数）」についても衛生費の分析のみ有意ではなかったがそれ以外
は理論と整合的なプラスで有意の結果であった。
次に符号条件が先験的に不明な変数を見ていく。「ベッドタウン・ダミー」は
全ての歳出費目の分析で、プラスで有意の結果になっている。「可住地面積比
率」は 4つの歳出費目の分析ではプラスで有意であったが、2つの歳出費目の
分析で有意ではなく、1つの歳出費目の分析ではマイナスで有意であった（た
だし有意水準 10%）。「地域ブロック・ダミー」については全歳出費目分析で係
数はマイナスであり、多くは有意な結果であったが、東北ブロック・ダミーは
分析によって有意でない場合があり、近畿ブロック・ダミーは 1つの歳出費目
18) 経済財政白書（平成 20 年度）における目的別歳出費目と市の人口規模との関係についての分析
では、費用最小化人口規模の推計値として、例えば民生費が 6.6 万人に対して衛生費が 58.8 万
人との結果が出ており、歳出費目の費用構造は大きく異なっている。この費用構造の違いが結果
として表れていると考えられる。
19) 広域連合ダミーについて、当該歳出費目の係数ダミーとしても推計を行った。結果は定数項ダ
ミーと同様の傾向であり、4 つの歳出費目のうちで民生費、商工費（商業地地価のケース）、消
防費の 3 つの歳出費目について有意であった。
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の分析を除いて有意ではなかった。
おわりに
本稿では、地方の歳出における資本化仮説の検証を行い、7つの歳出費目分
類うちの 6つの歳出費目で資本化が認められるという結果が得られた。地方歳
出における資本化仮説が改めて検証できたといえる。
また、広域行政として取り上げた広域連合についても該当する 4つの歳出
費目のうちで、3つの歳出費目においてプラスで有意な結果が得られた。広域
連合でサービスを供給する場合、歳出費目金額で表れている以上に、サービス
の質や量が高まっている可能性が考えられ、広域行政の効果が確認された。
広域化という意味においては、広域行政（自治体連携）ととともに市町村合
併も考えられるが、合併が一段落した現在、合併と自治体連携による広域行政
は相反するものではなく、自治体連携を今後より一層進めていくことも必要で
はないだろうか。
最後に、本稿の課題として以下の点が挙げられる。広域連合は都道府県、市
町村で様々な組み合わせが可能であり、組み合わせによって効果は当然異なる
と考えられる。また、1つの広域連合で複数の事業を行っていることも多く、広
域連合の効果としては、規模のメリットも働くと考えられる。今回の分析にお
いてはこれらの点について捉えることができていない。今後の課題としたい。
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付表 1：各費目に該当する広域連合
㈝┠ ィ䠄ᕷ䠅
✵▱୰㒊ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕 ᮾ୕Ἑᗈᇦ㐃ྜ㻔㻡㻕
ὠ㍍ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻟㻕 ⣖༡௓ㆤಖ㝤ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕
䛴䛜䜛す໭஬ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕 ⣖໭ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕
Ẽ௝ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕 㫽⩚ᚿໃᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
ஂឿᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕 㕥㮵டᒣᆅ༊ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
ᆏ஭ᆅ༊ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕 䛟䛩䛾䛝ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻟㻕
ᒣ᲍┴ᮾ㒊ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻟㻕 ᱜ஭Ᏹ㝀ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
ୖ⏣ᆅᇦᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕 㫽ྲྀ୰㒊䜅䜛䛥䛸ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕
ᯇᮏᗈᇦ㐃ྜ㻔㻟㻕 㞼༡ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕
༡ಙᕞᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕 ᚨᓥ୰ኸᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
ୖఀ㑣ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕 䜏䜘䛧ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕
໭䜰䝹䝥䝇ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕 ⚟ᒸ┴௓ㆤಖ㝤ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻡㻕
బஂᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕 బ㈡୰㒊ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻠㻕
໭ಙᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕 Ᏹᇛᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
㛗㔝ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻟㻕 ⳥ụᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
ㄶゼᗈᇦ㐃ྜ㻔㻟㻕 ኳⲡᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
䜒䛸䛩ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕 ⮻ὠᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
▱ከ໭㒊ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻟㻕 Ἀ⦖┴௓ㆤಖ㝤ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
୰䞉໭✵▱ᗫᲠ≀ฎ⌮ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻡㻕 ୖఀ㑣ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
す䛔䜆䜚ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻟㻕 ໭䜰䝹䝥䝇ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕
ΏᓥᗫᲠ≀ฎ⌮ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕 㛗㔝ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻟㻕
໭䛧䜚䜉䛧ᗫᲠ≀ฎ⌮ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕 䜒䛸䛩ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
㔲㊰ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕 㫽⩚ᚿໃᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
ᐩⰋ㔝ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕 ᱓ྡ䞉ဨᘚᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
ὠ㍍ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻟㻕 㫽ྲྀ୰㒊䜅䜛䛥䛸ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕
Ẽ௝ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕 㞼༡ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕
ஂឿᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕 䜏䜘䛧ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕
ᆏ஭ᆅ༊ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕 Ᏹᇛᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
ୖ⏣ᆅᇦᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕 ⳥ụᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
ᯇᮏᗈᇦ㐃ྜ㻔㻟㻕 ኳⲡᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
༡ಙᕞᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕 ᪥ྥᮾ⮻ᯂᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕
ୖ⏣ᆅᇦᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕 బஂᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
ᯇᮏᗈᇦ㐃ྜ㻔㻟㻕 㫽ྲྀ୰㒊䜅䜛䛥䛸ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕
ୖఀ㑣ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕 㛵すᗈᇦ㐃ྜ㻔㻠㻕
໭䜰䝹䝥䝇ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕
ᐩⰋ㔝ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕 ⾰ᾆᮾ㒊ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻡㻕
ஂឿᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕 㫽ྲྀ୰㒊䜅䜛䛥䛸ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕
ୖ⏣ᆅᇦᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕 㞼༡ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕
ᯇᮏᗈᇦ㐃ྜ㻔㻟㻕 ᚨᓥ୰ኸᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
༡ಙᕞᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕 䜏䜘䛧ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕
ୖఀ㑣ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕 బ㈡୰㒊ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻠㻕
໭䜰䝹䝥䝇ᗈᇦ㐃ྜ㻔㻝㻕 Ᏹᇛᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
బஂᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕 ⳥ụᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
ㄶゼᗈᇦ㐃ྜ㻔㻟㻕 ኳⲡᗈᇦ㐃ྜ㻔㻞㻕
ၟᕤ㈝ 㻝㻡
ᾘ㜵㈝ 㻟㻢
ヱᙜ䛩䜛ᗈᇦ㐃ྜ
Ẹ⏕㈝ 㻣㻤
⾨⏕㈝ 㻠㻤
注：カッコ内は市の数である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　費目分類において複数にまたがる広域連合については重複して記載している。　　　
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付表 2：地域ブロックの構成
地域ブロック  構成する都道府県  
北海道ブロック  北海道  
東北ブロック  青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、  新潟県  
首都圏ブロック  茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、  神奈川県、山梨県  
中部 ･北陸ブロック  長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、富山県、  石川県、福井県  
近畿ブロック  滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県  
中国 ･四国ブロック  鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、  香川県、愛媛県、高知県  
九州 ･沖縄ブロック  福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、  鹿児島県、沖縄県  
付表 3：地域ブロックの該当市
地域ブロック  分析該当市数  地域ブロック  分析該当市数  
北海道ブロック  35 4.43% 近畿ブロック  111 14.05% 
東北ブロック  96 12.15% 中国 ･四国ブロック  92  11.65% 
首都圏ブロック  193 24.43% 九州 ･沖縄ブロック  118 14.94% 
中部 ･北陸ブロック  145 18.35% 計  790 100.00% 
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付表 4：データの出所
データ名  出所  
住宅地平均地価  『都道府県地価調査』国土交通省  
目的別歳出  『市町村別決算状況調』地方財政調査研究会  
その他の歳出  
（歳出総額－目的別歳出）  『市町村別決算状況調』地方財政調査研究会  
固定資産税実効税率  固定資産税収：『地方財政統計年報』総務省  土地資産総額：『国民経済計算』内閣府  
民間資本ストック  
（小売店数＋大型店舗数）  『経済センサス -活動調査結果』総務省  
可住地面積比率  『全国都道府県市区町村面積調』国土交通省  
持ち家比率  『住宅 ･土地統計調査結果』総務省  
納税者１人あたり課税所得  『市町村税課税状況等の調』総務省  
ベッドタウン ･ダミー  
（昼夜間人口比率）  『国勢調査結果』総務省  
総人口、年齢別人口  『国勢調査結果』総務省  
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付録 分析結果　表 1：全体の結果（その 1）
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全体の結果（続き：その 2）
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全体の結果（続き：その 3）
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下段の左は t 値、右は p 値を示す。有意水準は、***：1%、**：5%、*：10%を示す。　　
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付録 分析結果　表 2：商工費に関して商業地地価を被説明変数にした場合
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サンプル数は商業地地価のデータの無い 6 市（陸前高田、小美玉、白井、愛西、葛城、南城）を除い
た 784 市
下段の左は t 値、右は p 値を示す。有意水準は、***：1%、**：5%を示す。
| 27 |
